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要旨

旭川医科大学では、Personal Health Record（PHR）
システム「ウェルネットリンク」を活用して住民の眼疾患
をスクリーニングする「目の健康アドバイスサービス」を
開始した。このサービスは、自治体が撮影した住民の眼底
画像を、本学の眼科専門医が「ウェルネットリンク」を介
して読影し、その結果を「ウェルネットリンク」に提供す
るものであり、住民はスクリーニング結果を時間と場所を
選ばず自由に確認できるというものである。過去 1 年間
で 1417 人が利用し、40.6％に眼底の異常（疑い）が確
認された。また、自治体の勧奨によって二次検査を受診し
た利用者は 52.5％であった。今後は、二次検査の受診率
向上を目指すとともに、「ウェルネットリンク」の継続利
用を促すための補完的なサービスについても検討する予定
である。

1. はじめに

旭川医科大学では、住民の Quality of Life（QOL）の
維持・向上を支援するため、個人の健康・医療情報を自己
管理できる Personal Health Record（PHR）システム 1)

を独自に開発し、それを基盤とする Web サイト「ウェル
ネットリンク」を 2009 年から運用している 2)3)。

当初は、サービス対象地域を制限するために、公共施設
等で無料配布するカードを入手しなければユーザ登録が行
えない仕組みにしていたが、その後のシステム改修により、
現在はどこからでも利用できる環境を提供している。また、
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社会的ニーズを考慮した機能追加や操作性の向上など、利
用環境を改善するための Web サイトの更新も適宜に行っ
ている。しかしながら、システムの多機能化や利便性の向
上が必ずしも新規利用者の増加には結び付いておらず、自
身の健康情報を自発的に保存しようとする利用者も少ない
のが実情である。

これらの要因として、個々人におけるヘルスリテラシー
の低さが指摘されているが 4)、それを向上させるためには
世代に合わせた健康教育を長期間に亘って実施しなければ
ならず、また、その結果が PHR システムの利用促進に直
結するかどうかも定かではない。そのため、現時点では保
健・医療機関等の関与が必要不可欠とされており 1)5)、個
人の積極的な活用を牽引するようなサービス提供が求めら
れている。代表的なサービスとしては、蓄積された個人の
健康情報を本人の同意のもとで分析し、健康状態や生活習
慣に応じてアドバイスする保健指導サービスがあり 6)7)、
本学においても、2010 年に同様のサービスを試行してい
る 2)。ただし、当時は堅牢な運用体制が確立できていなかっ
たため、住民と保健指導者の双方からサービスに対する要
望を聴取する程度に留まり、長期間の運用には至らなかっ
た。

そこで改めて、サービスを継続的に提供するための運用
体制を留萌市（北海道）と構築し、2013 年 1 月から市民
の眼疾患をスクリーニングする「目の健康アドバイスサー
ビス」（以下、本サービスという）を開始した。眼疾患に
は自覚症状が乏しいものも多く、気づいた時にはすでに進
行し、治療によっても視機能障害を残すケースがある。自
覚症状の有無にかかわらず眼底所見を評価することが出来
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れば、疾患の早期発見・早期治療による視機能障害に対す
るリスクの軽減が期待できる。

本サービスは、同市が撮影した市民の眼底画像を、本学
の眼科専門医が「ウェルネットリンク」を介して読影し、
その結果を「ウェルネットリンク」に提供するものであり、
市民はスクリーニング結果を時間と場所を選ばず自由に確
認できるというものである。現在までに、1500 人以上が
本サービスを利用している。本稿では、「ウェルネットリ
ンク」の概要を説明した後、それを活用した本サービスの
運用方法と、2013 年 1 月から同年 12 月までの運用実績
を報告する。

2. PHR システム「ウェルネットリンク」

「ウェルネットリンク」は、会員またはアドバイザとし
て利用するシステムである。会員は、自身の情報を管理で
きるとともに、自身が特定するアドバイザに対して情報の
参照・更新権限を与えることができる。アドバイザは、1
人以上の会員をアドバイス対象会員として管理し、各会員
の健康状態に応じた指導を行うことができる。必ずしも保
健・医療従事者がアドバイザである必要はなく、老齢の親
の健康状態を遠隔地にいる子がアドバイザとなって管理す
るといった使い方も可能である。また、同一ユーザが会員
とアドバイザの両方に登録することもできる。

会員及びアドバイザが利用できる機能は、アクセス方
法によって異なり【表 1】、携帯電話とスマートフォンに
ついては PC または専用端末で会員登録を行った会員のみ
が利用可能となる。専用端末は、本学が独自に開発した遠
隔在宅療養支援システム 8) の在宅用端末を「ウェルネッ
トリンク」用に改修したもので、会員が自宅で利用できる
在宅用、その会員に対して遠隔から生活指導を行えるアド
バイザ用、公共施設等で不特定多数の会員が自由に利用
できるコミュニティセンター用の 3 タイプを用意してい
る。このうち、在宅用とアドバイザ用は TV 電話機能を備
えており、両端末間でのリアルタイムコミュニケーション
が行える。また、在宅用とコミュニティセンター用は、

Continua Health Alliance9) に対応した血圧計や体重体組
成計などから測定データを自動登録できる。さらに、アド
バイザへのビデオメッセージ機能もあり、会員自身が専用
端末で録画したメッセージ映像を電子メール感覚でアドバ
イザ用端末に送信することができる。なお本学では、自治
体等に対して専用端末を有償で貸与するサービスを行って
いる。

3. 方法

本サービスの実施に先立ち、本学と留萌市との間で連携
協定を締結した。その中で、本学における主な役割を、「ウェ
ルネットリンク」の運用サポート及び眼科専門医による眼
疾患のスクリーニングとし、留萌市の役割を市民への周知
及び眼底検査・二次検査に関わる業務全般と定めた【表 2】。
留萌市は、市の健康サポート施設である「るもい健康の駅」
を活動拠点とし、業務の一部を連携先の NPO 法人るもい
コホートピア（留萌市）に委託するとともに、留萌市内の
眼科とも連携して二次検査結果を回収する体制を確立した。

【表2】実施体制

本サービスは無料とし、対象（以下、サービス利用者と
いう）を 40 歳以上の留萌市民に制限した。ただし、本サー
ビスの利用は年 1 回までとし、既に眼科を受診している
場合は利用を控えてもらうこととした。眼底検査は、「る
もい健康の駅」で週 2 回、平日の 13 時～ 15 時の間で実
施し、サービス利用者からの予約申込を受けた時点で検査

【表1】「ウェルネットリンク」が提供する機能
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日時を決定することとした。また、日程調整が難航する場
合などは適宜に夜間・休日対応も行うようにした。眼底検
査の予約名簿を、眼科専門医が事前にチェックし、医師の
指示のもと看護資格を持つ「るもい健康の駅」のスタッフ

（以下、スタッフという）が無散瞳眼底カメラで両眼の眼
底を撮影することとした。本サービスでは、「ウェルネッ
トリンク」に登録されたこれらの眼底画像を眼科専門医に
よるスクリーニング対象とした。

図 1 は、「ウェルネットリンク」の入出力を軸とする本
サービスの運用手順を示したものである。「ウェルネット
リンク」への会員登録、スタッフと眼科専門医のアドバイ
ザ登録、眼底画像の登録は、サービス利用者からの同意を
得た上でスタッフが代行し、それらを登録後、e メールに
て眼科専門医に読影を依頼している。眼科専門医は、アド
バイザの権限で眼底画像を参照し、「ウェルネットリンク」
のアドバイス機能を用いてスクリーニング結果を提供して
いる。判定の内容は、【表 3】で示す 4 パターンの定型文
から 1 つを選択することとしており、パターン B、C を
選択した場合は疾患名も付記している。なお、サービス利
用者への提供期限は、原則として眼科専門医が読影依頼を
受けてから 2 週間以内と定めている。スクリーニング結
果は、スタッフもアドバイザの権限で参照し、パターン C
と判定されたサービス利用者に対して二次検査の受診を勧
奨している。ただし、二次検査に係る費用はサービス利用
者の自己負担としている。サービス利用者から二次検査受
診の報告を受けた際は、その結果が記載された用紙を受診
先の医療機関から回収し、電子（PDF ファイル）化して
から画像データ管理機能に登録している。なお、スクリー
ニング結果を自宅等で参照できないサービス利用者のため
に、「るもい健康の駅」に専用端末（コミュニティセンター
用）を常設している。

4. 結果

2013 年 1 月から 12 月までの 1 年間で、男性 816 人、
女性 601 人、計 1417 人が本サービスを利用した。地元

の企業に対して積極的な周知活動を行ったこともあり、
40 代、50 代の男性利用者が多かった【図 2】。また、
1321 人（93.5%）が「ウェルネットリンク」の新規会
員となった。

図 3 は、眼底画像のスクリーニング結果を【表 3】のパ
ターン別に集計した結果である。異常が全く見られなかっ
たサービス利用者（パターン A）は過半数を占めたものの、
異常が疑われた割合（パターン B ＋ C）も全体の 40.6％

（575 人）と多く、そのうちの 78.0%（449 人）につい
ては両眼での異常が確認された。パターン B 及び C に付
記された疾患【表 4】については、白内障、緑内障、ドルー
ゼンの順に多いことがわかり、1 人に複数の疾患が見つか
るケースも多かった。二次検査の受診を勧奨したサービス
利用者（パターン C、261 人）のうち、実際に眼科を受
診したのは 52.5％（137 人）であった【表 5】。

【図1】「ウェルネットリンク」の入出力を軸とする運用手順

【表3】スクリーニング結果の判定内容

【図2】サービス利用者の内訳（2013年 1月～12月、計1417人）



Japanese Journal of Telemedicine and Telecare　Vol.10（1）　39

5. 考察

表 4 に含まれる緑内障や糖尿病網膜症、黄斑変性は、
国内における中途失明原因の上位疾患であることから、こ
れらの発症疑いを早期に発見できる本サービスは、QOL
の低下を未然に防ぐ手段として期待できると考える。ただ
し、緑内障のように様々な検査結果を総合的に判断しなけ
れば確定できない症例もあるため、二次検査によって正確
な症状を把握し、適切な治療を受けてもらうことが重要と
なる。特に、パターン C の通知を受けたサービス利用者
群については、二次検査の受診有無が将来の医療費に影響
を与えることから、その受診率を今以上に高めることが本
学及び留萌市における当面の課題となる。

一方、留萌市は、本サービスを全市的に支援する体制を
構築するため、商工会議所や各業種の組合・協会等で構成
する協議会を設立し、その構成団体を通じて各団体の構成
員である企業などへの周知活動を展開した。また、本学の
眼科専門医がこの協議会で講演を行うとともに、本学の主
催で住民を対象とした健康講座を開催し、40 歳を超えた
ら自覚症状が無くても検診を受けることの重要性を啓蒙し
た。このことが、当初の予想（年間 860 人）を上回るサー
ビス利用者数の獲得に繋がり、「ウェルネットリンク」の
新規会員を大幅に増やす結果となった。しかし、年 1 回
の眼底検査だけでは「ウェルネットリンク」の継続利用を
期待することはできないため、補間的なサービスの提供が
必要となる。大谷らの報告では、IT 歩数計で測定した歩

【図3】眼底画像のスクリーニング結果（判定パターン別集計）

数に応じてポイントを付与し、貯まったポイントを商品等
に交換できる仕組みを導入することで、高い利用率を維持
することに成功している 6)。このようなサービスを本学が
直接的に提供することは難しいと考えるが、その運用を民
間事業者に委ねることは可能である。そこで、民間事業者
が PHR サービスのプラットフォームとして「ウェルネッ
トリンク」を活用できる仕組みを提供できるように、イン
タフェースの公開やサービス提供に関する規定作り等にも
取り組んでいきたいと考えている。

6. まとめ

旭川医科大学と留萌市が連携し、PHR システム「ウェ
ルネットリンク」を活用した「目の健康アドバイスサービ
ス」を 2013 年から開始した。現在は、2 年目のサイクル
に入っており、2 回目の眼底検査を受ける市民も徐々に増
えてきている。PHR システムの運用主体である本学とし
ては、サービス利用者における QOL の維持・向上のため
に今後もサービスの拡充を図っていく予定であるが、より
柔軟なサービスも提供できるように、民間事業者との連携
方法も検討していきたいと考える。
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